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表紙

第32回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

開 催 日 時

2026年9月29日（火曜日）
午後２時（受付開始 午後１時30分）
（開催時刻が前回と異なりますので、お間違えのないようご
注意ください。）

開 催 場 所

名古屋市中村区黄金通一丁目18番地
フジコミュニティセンター　４階　大会議室
（本総会終了後、道路向かいの当社ビル５階にて
「事業説明会」を開催いたします。）

議 　 　 案
第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）

４名選任の件
第3号議案　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締
　　　　　　役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当て
　　　　　　のための報酬決定の件

株式会社アスア
証券コード：246A
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株主各位

株 主 各 位 証券コード 246A
招集通知の発送日2026年9月14日

(電子提供措置の開始日 2026年９月7日)
愛知県名古屋市中村区黄金通一丁目11番地
株 式 会 社 ア ス ア
代表取締役社長 間　地　寛

第32回定時株主総会招集ご通知

　当社ウェブサイト
　https://www.asua.ne.jp
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式情報」「株主総会」を順に
選択いただき、ご確認ください。）

　株主総会資料　掲載ウェブサイト
　https://d.sokai.jp/246A/teiji/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「アスア」又は「コード」に
当社証券コード「246A」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦
覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第32回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアク
セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）により議決権を行使することが
できますので、株主総会参考書類をご検討のうえ、３～５ページのご案内に従って、2026年９月28日
（月曜日）午後６時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

記

1 日　　時 2026年9月29日（火曜日）午後２時（受付開始：午後１時30分）
（開催時刻が前回と異なりますので、お間違えのないようご注意ください。）

2 場　　所 名古屋市中村区黄金通一丁目18番地　フジコミュニティセンター　４階　大会議室
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
※本総会終了後、道路向かいの当社ビル５階にて「事業説明会」を開催いたします。

3 目的事項 報告事項 第32期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業報告及び計算書類の内容報告
の件

決議事項 第1号議案　定款一部変更の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第3号議案　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制

　　　　　　限付株式の割当てのための報酬決定の件

4 議決権行使について
のご案内

・インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使
を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を
問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛
否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
　● 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいてその旨、修正前及び修正後の事項を掲

載いたします。
　● 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対し

て交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会及び会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しておりま
す。

① 事業報告における「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
② 計算書類における「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

　● 本総会の決議結果につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただき、書面による決議通知はお送りい
たしませんので、ご了承ください。

以　上

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2026年９月28日（月曜日）
午後6時入力完了分まで

2026年９月28日（月曜日）
午後6時到着分まで

2026年９月29日（火曜日）
午後2時（受付開始：午後1時30分）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

－ 3 －



『株主総会ポータル®』のご案内

招集通知の確認も議決権行使も簡単に！
POINT 1
スマートフォンで読みやすい
議案情報、企業情報、業績情報を読みやすく。
株主総会資料も閲覧できます。

POINT 3
議決権行使も楽々
ボタン１つで議決権行使画面へ移動。
議案を確認後、そのまま議決権行使が
可能です。

インターネットによる議決権行使期限　2026年９月28日（月）午後6時まで

POINT 2
簡単・便利にアクセスが可能
お手元のスマートフォン等で議決権
行使書用紙に記載のQRコード®を読
み取り簡単にアクセスできます。

※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
ID・パスワードの入力は不要です。
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株主総会ポータルのご案内

－ 4 －
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株主総会ポータルのご案内

事前質問受付のご案内 事前質問受付期限　2026年９月24日（木）午後６時まで

ご注意事項  

株主総会ポータルのご利用方法・インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

0120-652-031（受付時間　午前9時～午後9時）

ぜひQ&Aもご確認ください。

　

パソコン等からもアクセスいただけます
以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。

株主総会ポータルURL　▶https://www.soukai-portal.net
≪議決権行使方法≫
ログイン後の画面で「議決権行使へ」ボタンをクリックし、以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。
▶https://www.web54.net

本株主総会においては、株主総会ポータルを通じて、株主様より議案に関するご質問を事前に承ります。
いただいたご質問の中で株主の皆さまの関心が高いと思われるご質問については、本株主総会にて取り上
げさせていただきます。招集通知の確認、議決権行使方法と同様に、株主総会ポータルにアクセスいただ
き、トップ画面から「事前質問へ」ボタンをタップ／クリックします。「事前質問のご入力」画面が表示
されますので、以降は画面の案内に従ってご質問をご入力ください。
※いただいたご質問に対して、個別に回答はいたしませんのでご了承ください。
※本株主総会で取り上げることに至らなかったご質問につきましては、今後の参考とさせていただきます。

●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー
ド」「パスワード」をご入力いただく必要があります。

●インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決
権行使を有効なものといたします。また、インターネットによって複数回議決権を行使された場合は、
最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 5 －
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定款一部変更の件

第1号議案 定款一部変更の件

現行定款 変更案
（目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とす
る。

１．～15.　　　（条文省略）

（新設）

16．　　　　　（条文省略）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。
１．～15.　（現行のとおり）

16.化学製品、溶剤その他各種商品の販売

17.企業の経営管理及び経営指導業務

18.他法人の株式又は持分の保有、管理及び運用

19.　　　 （現行のとおり）

株主総会参考書類

1. 提案の理由
（１）事業目的の追加

今後の事業内容の拡大・多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に定める事業の目的を一部追
加するものであります。また、これに伴い号数の繰り下げを行うものであります。

2. 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所）

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位

1 ま

間
じ

地
 

　
 

　
ひろし

寛 代表取締役社長 再 任
　

2 あ さ

浅
い

井
 

　
し ん

慎
じ

司 常務取締役 再 任
　

3 う え

植
む ら

村
 

　
つ ね

恒
あ き

明 取締役 再 任
　

4 う え

上
だ

田
 

　
ま さ

雅
ひ こ

彦 取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員候補者

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）は本総会終結の時をもって
任期満了となりますので、取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案については、監査等委員会からは、特段の意見はありません。
　取締役候補者は次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件

候補者番号 1 間 地　　 寛 （ま じ ひ ろ し） 再 任
　　

生年月日
1967年４月３日
所有する当社の株式数
580,000株
在任年数
32年２カ月
取締役会出席状況
15/15回

略歴、当社における地位及び担当
    1991年    4 月 株式会社藤ゴルフ企画名古屋 入社
    1993年    12月 個人事業創業
    1994年    7 月 有限会社アスアサービス（現当

社）設立 代表取締役社長就任
（現任）

    1999年    11月 株式会社エコ・クリーチャーズ設
立　代表取締役社長就任

    2018年    6 月 一般社団法人運輸デジタルビジネ
ス協議会 理事就任（現任）

取締役候補者とした理由
同氏は、当社創業者として、経営者としてこれまで会社を牽引し続け、事業全般にお
ける豊富な経験と幅広い見識を有しております。そのリーダーシップをもって現体制
を築き上げた功績により、当社の成長発展に適任であり、取締役として今後の当社の
重要な事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割を果たす欠かせない人材と判断
し、今後も当社の持続的成長や中長期的な企業価値向上への貢献が期待できることか
ら、引き続き取締役候補者としております。

重要な兼職の状況
(一社)運輸デジタルビジネス協議会　理事

　

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件

候補者番号 2 浅 井　慎 司 （あ さ い し ん じ） 再 任
　　

生年月日
1972年11月13日
所有する当社の株式数
1,300株
在任年数
17年２カ月
取締役会出席状況
15/15回

略歴、当社における地位及び担当
    1993年    3 月 株式会社林八百吉 入社
    1998年    3 月 株式会社中部テラオカ 入社
    2002年    3 月 株式会社エコ・クリーチャーズ 入社
    2005年    3 月 当社 入社
    2009年    7 月 当社 取締役就任

    2013年    7 月 当社 常務取締役 事業本部長就任
    2019年    6 月 当社 常務取締役 コンサルティング

事業本部長就任
    2024年    6 月 当社 常務取締役 事業本部長就任

2026年７月 当社 常務取締役 事業部門管掌就
任（現任）

取締役候補者とした理由
同氏は、事業本部を管掌する取締役として、執行業務全般を指揮し、業績向上に寄与
するなど、事業基盤の強化に高い貢献を積み重ねてまいりました。これらの豊富な経
験と実績に基づき、取締役として経営全般の重要事項について、適切な意思決定及び
職務執行の監督に十分な役割を果たすことができると判断し、今後も当社の持続的成
長や中長期的な企業価値向上への貢献が期待できることから、引き続き取締役候補者
としております。

重要な兼職の状況
該当事項はありません。

　

候補者番号 3 植 村　恒 明 （う え む ら つ ね あ き） 再 任
　　

生年月日
1971年５月24日
所有する当社の株式数
1,300株
在任年数
2年３カ月
取締役会出席状況
15/15回

略歴、当社における地位及び担当
    1995年    3 月 三友電子株式会社 入社
    1997年    4 月 医療法人徳洲会 入職
    2006年    8 月 朝日インテック株式会社 入社
    2022年    5 月 当社入社 管理本部副本部長兼経

営企画室責任者就任

    2023年    7 月 当社 管理本部副本部長兼総務人
事課責任者就任

    2024年    6 月 当社 取締役管理本部長兼総務人
事課責任者就任

2025年    7 月 当社 取締役管理本部長兼経営企
画室長就任

2026年９月 当社 取締役管理本部長就任（現
任）

取締役候補者とした理由
同氏は、長年にわたり上場企業での経理・総務人事・経営企画を担当し、豊富な経験
と幅広い知識を有しております。現在は、管理本部長として、当社の企業価値向上を
図るために適切な役割を果たしております。今後も当社の持続的成長や中長期的な企
業価値向上への貢献が期待できることから、引き続き取締役候補者としております。

重要な兼職の状況
該当事項はありません。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件

候補者番号 4 上 田　雅 彦 （う え だ ま さ ひ こ） 再 任 社 外 独 立
　　

生年月日
1961年11月23日
所有する当社の株式数
3,800株
在任年数
7年
取締役会出席状況
15/15回

略歴、当社における地位及び担当
    1986年    4 月 株式会社日本債券信用銀行（現株

式会社あおぞら銀行）入行
    2000年    4 月 ブックオフコーポレーション株式

会社 入社
    2000年    6 月 同社 取締役就任
    2000年    6 月 株式会社ブックオフスタートアッ

プ（現株式会社BOSパートナー
ズ）設立 代表取締役社長就任
（現任）

    2017年    10月 株式会社ママスクエア 社外取締
役就任（現任）

    2018年    5 月 株式会社oh庭ya 社外取締役就任
（現任）

2019年 ９月 当社 社外取締役就任（現任）
2025年 ４月 2nd Community株式会社 社外

取締役就任（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
同氏は、上場企業などでの企業経営における豊富な経験と幅広い見識を有しておりま
す。経営に対する適切な監査・監督と有効な助言をいただくことで、業務執行の監督
強化に対する貢献が期待されることから、引き続き社外取締役候補者としておりま
す。

重要な兼職の状況
㈱BOSパートナーズ　代表取締役社長、㈱ママスクエア　社外取締役、㈱oh庭ya　社外取締役、
2nd Community㈱　社外取締役

　

（注）1. 候補者間地寛氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
2. 各候補者と当社との間には、いずれも特別な利害関係はありません。
3. 上記候補者のうち、上田雅彦氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって7年と

なります。
4. 当社は上田雅彦氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された
場合には、当該契約を継続する予定であります。

5. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険
者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠
償金や争訟費用等が填補されることとなります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。ま
た、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

6.　当社は、上田雅彦氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。なお、同氏の再任が承認さ
れた場合には、引き続き同氏を独立役員として届け出る予定であります。
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（ご参考）取締役のスキルマトリックス

氏名

分野

企業経営 マーケティ
ング・営業 業界知見 財務・会計 人事・労務

法務・リス
クマネジメ

ント

ESG・サス
テナビリテ

ィ

取締役
（監査等委員で
ある取締役を除

く。）

間地　寛 ● ● ● ●

浅井　慎司 ● ● ●

植村　恒明 ● ● ● ● ●

上田   雅彦 ● ● ●

監査等委員
である取締役

鈴村   文雄 ● ● ●

山田   明紀 ● ● ●

関口   智弘 ● ● ●

（ご参考）取締役のスキルマトリックス

　当社では、特に期待する分野を①企業経営、②マーケティング・営業、③業界知見、④財務・会計、⑤人事・労務
⑥法務・リスクマネジメント、⑦ESG・サステナビリティと定義しております。第２号議案が原案どおり承認可決さ
れた場合、取締役のスキルの一覧は下表のとおりです。

（注）上記スキルマトリックスは、各取締役の有するすべての専門性や経験を表すものではありません。
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定の件

第3号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、2024年５月８日開催の臨時株主総会におい
て、年額300百万円以内（うち社外取締役は年額30百万円以内）とご承認いただいております。
今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除

く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主
の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬等の額とは別枠として、対象取締役に対して、新
たに譲渡制限付株式の割当てのための報酬を支給することとしたいと存じます。
本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の割当てのために支給する報酬は金銭債権とし、その総額
は、年額60百万円以内といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会に
おいて決定することといたします。
なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名（うち社外取締役１名）でありますが、第２号議

案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）は４名（うち社外取締役１名）となり、対象取締役は３名となります。
また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭債権の全部を現物出資財産とし

て払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株
式の総数は年20,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株
式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普
通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）といたします。
なお、その１株当たりの払込金額は、その発行又は処分に係る取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引

所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎と
して当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定しま
す。
また、これによる当社の普通株式の発行又は処分並びにその現物出資財産としての金銭債権の支給に当たっては、

当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結する
ことを条件とします。
また、本議案における報酬額の上限、発行又は処分をされる当社の普通株式の総数その他の本議案に基づく対象取

締役への譲渡制限付株式の割当ての条件は、上記の目的、当社の業況、当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針、その他諸般の事情を考慮して決定されており、相当である
と考えております。

【本割当契約の内容の概要】
(1)譲渡制限の内容
対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より当社又は当社の子会社の取締役、執行役員及び使用人い
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取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定の件

ずれの地位からも退任又は退職した直後の時点までの間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割
当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担
保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

(2)譲渡制限付株式の無償取得
対象取締役が、当社の取締役会が予め定める期間（以下「役務提供期間」という。）の満了前に当社又は当社の

子会社の取締役、執行役員及び使用人いずれの地位からも退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき、
任期満了又は定年、死亡その他の正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。
また、本割当株式のうち、本譲渡制限期間が満了した時点（以下「期間満了時点」という。）において下記(3)

の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある場合には、期間満了時点の直後の時
点をもって、当社はこれを当然に無償で取得するものとする。

(3)譲渡制限の解除
当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社の子会社の取締役、執行役員及び使用人いず

れかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、対象取締役が退任又は退職した時点をもって
譲渡制限を解除する。
ただし、①当該対象取締役が当社の取締役会が正当と認める理由により、役務提供期間が満了する前に当社又は

当社の子会社の取締役、執行役員及び使用人いずれの地位からも退任又は退職した場合、又は、②当該対象取締役
が役務提供期間の満了後においても、正当な理由以外の理由により、当社又は当社の子会社の取締役、執行役員及
び使用人いずれの地位からも退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除
する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4)組織再編等における取扱い
上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社
となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編
等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社
の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定
める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記
に定める場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償
で取得する。

(5)その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

（ご参考）
本株主総会において本制度の導入をご承認いただいた場合には、当社の執行役員に対しても本制度と同様の譲渡制

限付株式報酬制度の導入を検討する予定です。
以　上
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当事業年度の事業の状況

1 会社の現況

第31期
（2025年６月期）

第32期
（2026年６月期） 前事業年度比

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 増減率
売上高 1,392,627 1,461,239 68,611 4.9％
営業利益 198,396 135,477 △62,919 △31.7％
経常利益 175,803 136,732 △39,070 △22.2％
当期純利益 105,891 86,053 △19,838 △18.7％

事業報告（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

１. 当事業年度の事業の状況
（１）事業の経過及び成果

　当事業年度における当社の主力顧客である物流業界においては、いわゆる「2024年問題」への対応に加
え、物流効率化及び安全対策の強化を目的とした法制度の見直しを背景に、事業運営体制の高度化が求められ
ております。とりわけ、2025年４月１日に施行された「物資の流通の効率化に関する法律」及び「改正貨物
自動車運送事業法」（いわゆる「新物流２法」）への対応を含め、管理者選任や定期講習の実施など、安全管
理体制の整備及び運用に関する取り組みが進展しております。こうした業界環境の変化を受け、管理体制整備
や安全対策支援に関するニーズが高まり、当社が提供する物流アウトソーシングサービスへの需要は堅調に推
移いたしました。
　このような状況のなか、当社は、急速に変化する業界環境への迅速かつ柔軟な対応を図るとともに、中長期
的な企業価値向上を見据え、主力事業を中心とした各種施策を推進してまいりました。また、当社は2026年
３月24日付で、名古屋証券取引所における上場市場区分をネクスト市場からメイン市場へ変更いたしまし
た。
　当事業年度における売上高につきましては、主力のモビリティソリューション事業が堅調に推移したことに
より、増収となりました。利益面につきましては、ノンコアビジネスからの撤退に伴う影響に加え、将来の成
長基盤構築に向けた戦略的な人材投資、株主優待制度の導入及び市場区分変更に伴う一時的な費用を計上した
ことにより、前期比で減益となりました。
　以上の結果、当事業年度における売上高は1,461,239千円(前期比4.9％増)、営業利益は135,477千円(同
31.7％減)、経常利益は136,732千円(同22.2％減)、当期純利益は86,053千円(同18.7％減)となりました。
　（※）当事業年度より、経営管理体制の見直しに伴い事業セグメント区分を変更しております。なお、前事

業年度との比較については、前事業年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えて算定しており
ます。
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当事業年度の事業の状況

モビリティソリューション事業 売 上 高 922百万円
　対象顧客である物流業界は、「2024年問題」や「新物流２法」の成立により、大変革期を迎えております。こ
うした環境下、物流アウトソーシング事業の訪問型サービス「TRYESサポート」及びクラウド型サービス
「TRYESレポート」の販売が拡大したことにより、売上高は好調に推移いたしました。
　以上の結果、モビリティソリューション事業の売上高は922,123千円(前期比3.7％増)、セグメント利益は
373,737千円(同4.5％増)となりました。

ネ ッ ト ワ ー ク ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 売 上 高 427百万円
　顧客事業所内で使用されるネットワーク関連機器や複合機の販売が好調に推移いたしました。
　以上の結果、ネットワークソリューション事業の売上高は427,949千円(前期比5.6％増)、セグメント利益は
80,123千円(同1.6％増)となりました。

そ の 他 売 上 高 111百万円
　事業撤退を決定したノンコアビジネスと位置づけ、主にDental関連のシステム開発等を対象としております。
　売上高は111,166千円(前期比13.3％増)、セグメント利益は5,015千円(同60.5％減)となりました。

　事業別の状況は次のとおりです。
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当事業年度の事業の状況

事業区分
第31期

（2025年６月期）
第32期

（2026年６月期） 前事業年度比

金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 増減率
モビリティソリューション事業 889,296 63.9％ 922,123 63.1％ 32,826 3.7％
ネットワークソリューション事業 405,231 29.1 427,949 29.3 22,717 5.6％
その他 98,099 7.0 111,166 7.6 13,067 13.3％

合　　計 1,392,627 100.0 1,461,239 100.0 68,611 4.9％

事業別売上高

（２）設備投資の状況
　記載すべき重要な事項はありません。

（３）資金調達の状況
　記載すべき重要な事項はありません。
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1,461,239

1,238,686
1,363,674 1,392,627

第29期 第32期第31期第30期

（単位：千円）売上高≫

136,732
114,899

167,598 175,803

第29期 第32期第31期第30期

（単位：千円）経常利益≫

86,053
69,328

118,266
105,891

第29期 第32期第31期第30期

（単位：千円）当期純利益≫

1,328,626
1,135,396 1,166,743

1,450,591

1,039,764

第29期 第32期第31期第30期

1,056,221

571,426464,522

（単位：千円）総資産/純資産≫
■総資産　■純資産

33.3033.41

57.00

42.00

第29期 第32期第31期第30期

（単位：円）1株当たり当期純利益≫
405.16

223.87
275.39

393.17

第29期 第32期第31期第30期

（単位：円）1株当たり純資産≫

区　　分 第29期
（2023年6月期）

第30期
（2024年6月期）

第31期
（2025年6月期）

第32期
（当事業年度）

（2026年6月期）
売 上 高（千円） 1,238,686 1,363,674 1,392,627 1,461,239
経 常 利 益（千円） 114,899 167,598 175,803 136,732
当 期 純 利 益（千円） 69,328 118,266 105,891 86,053
1株当たり当期純利益 （円） 33.41 57.00 42.00 33.30
総 資 産（千円） 1,135,396 1,166,743 1,450,591 1,328,626
純 資 産（千円） 464,522 571,426 1,056,221 1,039,764
1 株 当 た り 純 資 産 （円） 223.87 275.39 393.17 405.16

２. 財産及び損益の状況
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

３. 重要な親会社及び子会社の状況
（１）親会社の状況

　該当事項はありません。

（２）重要な子会社の状況
　該当事項はありません。

４. 対処すべき課題
　今後の事業環境につきましては、当社が対象としている物流業界においては、いわゆる「2024年問題」への対

応に加え、物流効率化及び安全対策の強化を目的とした法制度の見直しを背景に、事業運営体制の高度化が求めら

れております。とりわけ、2025年４月１日に施行された「物資の流通の効率化に関する法律」及び「改正貨物自

動車運送事業法」（いわゆる「新物流２法」）への対応を含め、管理者選任や定期講習の実施など、安全管理体制

の整備及び運用に関するニーズが高まっており、当社サービスへの需要拡大が期待されます。

　このような状況のもと、当社は、25年以上にわたりドライバーや管理者との継続的なコミュニケーションを通

じて蓄積した「物流現場の知見」と、燃費をはじめとする各種データの「収集・分析力」を強みとしております。

これらを活用し、物流業界が直面する「安全活動」「人手不足」「業務効率化」「脱炭素」などの課題解決に取り

組むことで、持続可能で魅力ある物流現場の実現を目指しております。

　この実現に向けて、当社は以下の事項を重要な成長戦略として取り組んでおります。

　　① 既存事業の強化

　　② 新たな事業の創出

　　③ 経営基盤の強化

　また、引き続き内部管理体制の充実を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの一層の強化に取り組み、信頼

され支援される企業の実現を目指してまいります。

　以上に掲げた取り組みを通じて、一層の業績の向上と企業の健全性の維持・向上に努めてまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況

事業区分 事業内容

モビリティソリューション事業
物流事業者向けに、安全運転や管理者支援のアウトソーシングサー
ビスを提供しています。専門スタッフがお客様に寄り添いながら継
続的なサポートを行い、安全意識の向上と業務改善を支援しており
ます。

ネットワークソリューション事業
ICT機器の販売・施工・保守を一貫して提供しております。お客様の
ニーズに応じたオフィス環境やネットワーク環境の構築・運用を支
援し、業務の効率化と快適な職場環境づくりに貢献しております。

５. 主要な事業内容（2026年６月30日現在）

本社 愛知県名古屋市中村区黄金通一丁目11番地
東京オフィス 東京都千代田区鍛冶町二丁目3番14号 フェリスビル4階

６. 主要な営業所（2026年６月30日現在）

事業区分 従業員数 前事業年度末比増減
モビリティソリューション事業 54（38）名 △10 （△１）名

ネットワークソリューション事業 ９ （１） １ （　－）

全社（共通） 17 （０） △2 （　－）

合　　計 80（39） △11 （△１）

７. 従業員の状況（2026年６月30日現在）

（注）1.従業員数は就業員数（当社から社外への出向者を除く。）であり、パートタイマーは(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。
　　　2.前事業年度との比較にあたっては、前事業年度の数値を当事業年度の事業セグメント区分に組み替えて算定しております。

－ 19 －
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主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

借入先 借入額
株式会社あいち銀行 24,750千円

８. 主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）

９. その他会社の現況に関する重要な事項
　当社は、2026年３月24日に名古屋証券取引所ネクスト市場からメイン市場へ市場区分を変更いたしました。
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株式の状況

2 株式の状況（2026年６月30日現在）

１. 発行可能株式総数 10,756,400株

２. 発行済株式総数 2,701,300株
　（注）新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は14,900株増加しております。

３. 株主数 2,019名

４. 大株主
　

その他の法人
34.8％

個人・その他
52.9％

外国法人等
0.6％
自己株式
5.0％

金融商品取引業者
6.4％
金融機関
0.4％

所有者別の株式保有比率

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
株式会社間地 900,000 35.1

間地　寛 580,000 22.6

株式会社ＳＢＩ証券 141,931 5.5

齋藤　貴之 80,700 3.1

アスア社員持株会 70,800 2.8

柄脇　昇 51,000 2.0

笹山　知成 30,000 1.2

川合　正人 25,600 1.0

株式会社ＭＴＧ 20,000 0.8

ＪＰモルガン証券株式会社 11,946 0.5

（注）当社は、自己株式135,000株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。また持株比率は
　　　自己株式を控除して計算しております。
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新株予約権等の状況

3 新株予約権等の状況

第４回新株予約権 第５回新株予約権
発行決議日 2020年４月27日 2020年12月21日

新株予約権の数 50個 2,500個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式
（新株予約権1個につき

2,500株
50株）

普通株式
（新株予約権1個につき

2,500株
１株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり
（1株当たり

19,500円
390円）

新株予約権1個当たり
（1株当たり

650円
650円）

権利行使期間 2022年 6 月 1 日から
2030年 3 月31日まで

2023年 7 月 1 日から
2030年11月30日まで

行使の条件 （注）１ （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（監査等委員

を除く）

取締役
（社外取締役

を除く）
－ －

社外取締役 － －

取締役（監査等委員）
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

50個
2,500株

1名

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

2,500個
2,500株

１名

１. 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況
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第６回新株予約権
発行決議日 2023年５月８日

新株予約権の数 52,500個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式
（新株予約権1個につき

52,500株
１株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権1個当たり
（1株当たり

500円
500円）

権利行使期間 2025年 6 月 1 日から
2033年 4 月13日まで

行使の条件 （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（監査等委員

を除く）

取締役
（社外取締役

を除く）

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

52,500個
52,500株

２名

社外取締役 －

取締役（監査等委員） －

（注）1. ①当社の発行に係る普通株式の株式上場（当該普通株式に係る株券がいずれかの国内の金融商品取引所に上場され取引が開始されることを
いう。）の日以降、行使することができる。

②新株予約権発行時において当社取締役又は従業員であった者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、執行役又
は監査役若しくは従業員の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合については、この限りでは
ない。

③新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
2. 2020年５月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行っており、第４回新株予約権に関する事項については、株式分割調

整後の内容を記載しております。

２. 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対して交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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4 会社役員の状況

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 間地　　寛 (一社)運輸デジタルビジネス協議会　理事

常務取締役 浅井　慎司 事業本部長

取締役 植村　恒明 管理本部長兼経営企画室長

取締役 上田　雅彦
㈱BOSパートナーズ　代表取締役社長
㈱ママスクエア　社外取締役
㈱oh庭ya　社外取締役
2nd Community㈱　社外取締役

取締役（監査等委員・常勤） 鈴村　文雄

取締役（監査等委員） 山田　明紀 名古屋倉庫㈱　代表取締役
㈱ひやくビジネスサポート　取締役

取締役（監査等委員） 関口　智弘 (弁)大江橋法律事務所　パートナー
㈱ REAH Technologies　社外監査役

１. 取締役の状況（2026年６月30日現在）

（注）1. 取締役上田雅彦氏並びに取締役（監査等委員）鈴村文雄氏、山田明紀氏及び関口智弘氏は、社外取締役であります。
2. 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席による情報共有並びに内部監査部門と監査

等委員会との十分な連携を可能にするため、鈴村文雄氏を常勤の監査等委員として選定しております。
3. 取締役（監査等委員）山田明紀氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4.　当社は、社外取締役上田雅彦氏及び社外取締役（監査等委員）鈴村文雄氏、山田明紀氏並びに関口智弘氏を東京証券取引所及び名古屋証券

取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

２. 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額を限度額としております。
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会社役員の状況

３. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
（１）被保険者の範囲

　当社の全ての取締役（監査等委員を含む。）
（２）保険契約の内容の概要

　被保険者が（１）の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求
がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するものです。ただし、贈収賄などの
犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行
の適正性が損なわれないように措置を講じております。保険料は全額当社が負担しております。

４. 取締役の報酬等
（１）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針及び決定方法

　取締役の報酬は、2024年5月8日開催の臨時株主総会においてその総額を、取締役（監査等委員である取締
役を除く。）は年額300百万円以内（うち社外取締役は年額30百万円以内）と定め、当該株主総会終結時点
の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名、監査等委員である取締役は年額50百万円以内
と定め、当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名であります。各取締役の報酬は、この
総額の範囲内で下記の方針に基づき決定しております。なお、下記の方針は当社取締役会において決議されて
おります。当社取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等
について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が下記の方針に沿うものであると判断してお
ります。なお、当社は、2026年９月29日開催予定の第32回定時株主総会において、取締役（監査等委員で
ある取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬制度の導入に関する議案を付議しておりま
す。当該制度は、当該株主総会における承認可決を条件として導入する予定であります。

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等全体についての決定方針
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬につきましては、株主総会の決議により定められた報酬
総額の範囲内で、基本報酬部分、業績連動報酬部分（短期の成果に応じた役員賞与）及び自社株式取得目的報
酬部分（長期的な業績向上に連動）のそれぞれの合計額について、指名・報酬諮問委員会（取締役会の決議に
より選定された取締役である委員３名以上で構成し、その過半数は独立社外取締役から選定する。）からの答
申内容を受けて取締役会にて決定されることとしております。
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② 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等のうち基本報酬部分及び自社株式取得目的報酬部分
（長期的な業績向上に連動）の額の決定に関する方針

　基本報酬部分及び自社株式取得目的報酬部分（長期的な業績向上に連動）につきましては、役位、職務内
容、在任期間及び当社の状況等を勘案して支給額を決定しております。

③ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等のうち業績連動報酬部分（短期の成果に応じた役員賞
与）の額の決定に関する方針

　業績連動報酬部分（短期の成果に応じた役員賞与）につきましては、会社の業績が、社外に開示している売
上・利益計画に対して、大幅に上回ると見込める場合に限り、その余剰分の一部を原資として、業務執行取締
役の役位、職務内容、在任期間などを勘案して支給額を決定しております。

④ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し報酬等を与える時期の決定に関する方針
　基本報酬部分及び自社株式取得目的報酬部分（長期的な業績向上に連動）は、月例支給するものとし、業績
連動報酬部分（短期の成果に応じた役員賞与）を支給する場合は、翌事業年度に12分割して支給することと
しております。

⑤ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等のうち基本報酬部分、自社株式取得目的報酬部分
（長期的な業績向上に連動）及び業績連動報酬部分（短期の成果に応じた役員賞与）の取締役の個人別の報酬
等に対する割合の決定に関する方針
　報酬の割合については指名・報酬諮問委員会からの答申内容を受けて取締役会（以下の⑥の委任を受けた代
表取締役社長）が決定することとしております。

⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
　各個人に支給する基本報酬部分、自社株式取得目的報酬部分（長期的な業績向上に連動）及び業績連動報酬
部分（短期の成果に応じた役員賞与）の金額の決定につきましては、取締役会から委任された代表取締役社長
間地寛が、指名・報酬諮問委員会からの答申内容を受けて取締役会で決議した基本方針を尊重して決定してお
ります。代表取締役社長に委任する理由は、当社全体の業務執行を統括し業績を俯瞰する立場にある代表取締
役社長が各取締役の評価を行うことが最も適しているためであります。

⑦ 監査等委員である取締役の報酬等に関する事項
　監査等委員である取締役の報酬につきましては、株主総会の決議により定められた報酬総額の範囲内で、監
査等委員である取締役の協議によって決定しております。
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会社役員の状況

区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
員数（名）

基本報酬 業績連動報酬 自社株式取得目的
報酬

取締役
(監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

75,101
（2,580）

72,851
（1,980）

－
（－）

2,250
（600）

4
（1）

取締役
(監査等委員)

(うち社外取締役)
13,050

（13,050）
11,150

（11,150）
－

（－）
1,900

（1,900）
４

（４）

合　　計
(うち社外役員)

88,151
（15,630）

84,001
（13,130）

－
（－）

4,150
（2,500）

８
（５）

（２）当事業年度に係る報酬等の総額等

　（注）上記には、2025年９月26日開催の第31回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任した
　　　　監査等委員である取締役１名を含んでおります。

（３）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先である法人等と当社との関係

　社外取締役上田雅彦氏は、株式会社BOSパートナーズの代表取締役社長、株式会社ママスクエアの社外取締
役、株式会社oh庭yaの社外取締役、及び2nd Community株式会社の社外取締役を兼務しております。各兼
職先と当社との間には、いずれも特別な関係はありません。
　社外取締役(監査等委員)山田明紀氏は、名古屋倉庫株式会社の代表取締役及び株式会社ひやくビジネスサポ
ートの取締役を兼務しております。各兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。
　社外取締役(監査等委員)関口智弘氏は、弁護士法人大江橋法律事務所のパートナー及び株式会社 REAH 
Technologiesの社外監査役を兼務しております。兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

－ 27 －
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会社役員の状況

区分 氏名 取締役会
出席状況

監査等委員会
出 席 状 況

発言状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の概要

社外取締役 上田　雅彦 15回/15回 －

上場企業などでの企業経営における豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、当社の経営全般に対する適切な監督と有効な助言を行っており
ます。取締役会においては、独立した立場から適正な意思決定に向
けた発言や経営に関する助言を行うことで、業務執行の監督強化に
貢献するなど、社外取締役として期待される役割を果たしておりま
す。

社外取締役
（監査等委員） 鈴村　文雄 15回/15回 14回/14回

上場企業などでの企業経営における豊富な経験に基づく経営全般に
関する幅広い見識に基づき、当社の経営全般に対する適切な監査・
監督と有効な助言を行っております。取締役会での発言に加え、監
査等委員会においては監査方針に基づいた業務の適正性や内部統制
システムの構築・運用状況について専門的な視点から必要な発言を
行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化に向け、
社外取締役として期待される役割を果たしております。

社外取締役
（監査等委員） 山田　明紀 14回/15回 14回/14回

金融機関および企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づ
き、経営に対する適切な監査・監督を行っております。取締役会で
は客観的な立場から適正な意思決定に向けた助言を行うほか、監査
等委員会においては当社の財務・業務執行の妥当性について専門的
な立場から必要な発言を行い、当社のコーポレート・ガバナンスの
一層の強化に向け、社外取締役として期待される役割を果たしてお
ります。

社外取締役
（監査等委員） 関口　智弘 15回/15回 14回/14回

弁護士としての企業法務およびコンプライアンスに関する専門知識
や豊富な経験と幅広い見識に基づき、当社の経営全般に対する適切
な監査・監督と有効な助言を行っております。取締役会での適正な
意思決定に向けた発言に加え、監査等委員会においては当社のコン
プライアンス体制およびリスク管理体制等について専門的な見地か
ら必要な発言を行うなど、当社のコーポレート・ガバナンスの一層
の強化に向け、社外取締役として期待される役割を果たしておりま
す。

② 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

5 会計監査人の状況

報酬等の額（千円）
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,500

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,500

１. 名称　　　三優監査法人

２. 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監
査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかにつ
いて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

３. 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

４. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、当社監査等委員会は、会
計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づ
き、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

6 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、中長期的なビジネスの拡大に向けた内部留保の充実と、株主の皆様への継続的な利益還元の双方のバラ

ンスを重視しております。この基本方針のもと、「配当による直接的な還元」と「株主優待による還元の充実」の
双方を実施してまいります。

１．利益配分の方針
剰余金の配当等につきましては、特定の数値指標による一律の基準は採用しておりません。「当期の業績」

「今後の事業計画に伴う資金需要」「財務基盤の健全性」の3点を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な還元
が行えるよう、経営環境に応じて柔軟に決定いたします。

２．株主優待制度の目的
当社株式の投資魅力を高め、より多くの株主の皆様に中長期的に保有していただくことを目的としておりま

す。特に、当社の成長の成果を多くの株主の皆様で分かち合っていただけるよう、優待還元総額を固定し、対
象となる株主の皆様で按分する「シェア型株主優待」を導入しており、配当と優待を組み合わせた総合的な株
主還元体系により、株主の皆様の期待に応えてまいります。

この基本方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり７円00銭とさせていただきま
す。
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貸借対照表

貸借対照表（2026年６月30日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
売掛金及び契約資産
電子記録債権
商品
貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
工具、器具及び備品
土地

無形固定資産
商標権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
出資金
長期前払費用
保険積立金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

834,003
578,644
214,166
1,573
24,077
142
1,006
12,305
2,192
△105

494,622
230,426
149,206

139
19,218
61,862
41,370

61
40,846
463

222,826
107,082

10
988

67,511
35,724
12,183
△673　

負債の部
流動負債 261,149
買掛金 40,274
１年内返済予定の長期借入金 6,000
未払金 28,756
未払費用 43,138
未払法人税等 11,653
預り金 4,117
契約負債 66,055
賞与引当金 38,600
株主優待引当金 20,000
その他 2,552

固定負債 27,712
長期借入金 18,750
その他 8,962

負債合計 288,861
純資産の部
株主資本 1,003,688
資本金 231,830
資本剰余金 201,580
資本準備金 201,580

利益剰余金 667,422
利益準備金 4,000
その他利益剰余金 663,422
繰越利益剰余金 663,422

自己株式 △97,143
評価・換算差額等 36,075
その他有価証券評価差額金 36,075

純資産合計 1,039,764
資産合計 1,328,626 負債純資産合計 1,328,626

計算書類

－ 31 －
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損益計算書

損益計算書（2025年７月１日から2026年６月30日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 1,461,239

売上原価 852,042

売上総利益 609,196

販売費及び一般管理費 473,718

営業利益 135,477

営業外収益

受取利息 1,882

受取配当金 175

為替差益 2,123

その他 364 4,545

営業外費用

支払利息 726

市場変更費用 1,500

自己株式取得費用 740

その他 323 3,290

経常利益 136,732

特別損失

固定資産除却損 4,325 4,325

税引前当期純利益 132,407

法人税、住民税及び事業税 24,779

法人税等調整額 21,574 46,353

当期純利益 86,053
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

三優監査法人
名古屋事務所
指 定 社 員 公認会計士 鈴 木 啓 太業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 吉 川 雄 城業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2026年８月20日

株式会社アスア
取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アスアの2025年7月1日から2026年6月30日までの第32
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
　する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
　て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
　事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
　前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
　関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
　性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
　査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
　きなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
　に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
　ているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水
準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第32期事業年度における取締役の職務の執行について監査いた
しました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（財務報告の適正性を確保するための体制を含む。以下「内部統制システム」という。）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記
の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針・計画、職務の分担等に従い、コンプライアンス・リスクマネジメント強化を重点監査項目と
して設定し、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査し
ました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告

－ 35 －
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監査等委員会の監査報告

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の
記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、経営環境の変化に対応した取り組みが継続的
に行われており、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

株式会社アスア　監査等委員会

常勤監査等委員 鈴 村 文 雄 ㊞
監査等委員 山 田 明 紀 ㊞
監査等委員 関 口 智 弘 ㊞

2026年8月21日

（注）監査等委員鈴村文雄、山田明紀及び関口智弘は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役でありま
す。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図

定時株主総会会場ご案内図

会　場
　

フジコミュニティセンター　４階　大会議室
名古屋市中村区黄金通一丁目18番地　TEL 052－481－5541

交　通
　

地下鉄桜通線　「太閤通駅」　４番出口より南へ徒歩約２分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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周辺拡大図

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


